
平成３０年１２月１４日に「平成３１年度税制改正大綱」が発表されました。

今回も、前回に引き続き一部ご報告します。

（１）空き家に係る譲渡所得の特別控除の拡充・延長
被相続人が老人ホーム等に入所しており相続開始直前において空き家となっている場合が多く、空き家に係る

譲渡所得の３，０００万円特別控除の適用ができなかった。

今回の改正で以下の追加要件等を満たす場合に相続開始直前において被相続人の居住の用に供されていた

ものとして適用可能となる。

追加要件

① 被相続人が、介護保険法に規定する要介護認定等を受け、かつ相続開始直前まで老人ホーム等に入所している。

② その家屋について、被相続人が老人ホーム等に入所した時から相続開始直前まで、被相続人による一定の使用が

なされている、かつ事業の用、貸付けの用、被相続人以外の者の居住の用に供されていない。

※ 空き家に係る譲渡所得の３，０００万円特別控除の特例について、適用期限が４年間延長される。

※ ２０１９年４月１日から２０２３年１２月３１日まで行う譲渡に適用される。

（２）ＮＩＳＡの利便性向上等
① 居住者等の一時的な出国におけるＮＩＳＡ口座の継続利用

改正前のＮＩＳＡ口座は、居住者等が海外転勤等により一時的に出国する場合にはＮＩＳＡ口座から課税

口座へ移管が必要だったが、改正により居住者等がその出国の日の前日までに「継続適用届出書」を

提出することで、その出国日から「帰国届出書」を提出する日または当該継続届出書を提出した日から

５年を経過する日の属する年の１２月３１日のいずれか早い日までの間は居住者等に該当する者とみな

して引き続きＮＩＳＡ口座を利用できるようになる。

② 成年年齢の引き下げに伴う、ＮＩＳＡおよびジュニアＮＩＳＡの年齢要件の引き下げ

２０２２年４月１日に施行される成年年齢の引き下げの民法改正に伴い、ＮＩＳＡ口座を開設することがで

きる年齢要件をその年１月１日において１８歳以上へ引き下げる。（改正前は、２０歳以上）

また、それに伴いジュニアＮＩＳＡ口座の開設することができる年齢要件をその年の１月１日において１８

歳未満へ引き下げる。（改正前は、２０歳未満）

※ ②については、２０２３年１月１日以降に開設されるＮＩＳＡ口座について適用となる。
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＜年５日の年次有給休暇の確実な取得が必要です！＞
「年次有給休暇の新ルール」が平成３１年４月１日より始まることを、ご存知でしょうか？年次有給休暇が１０日以上発生
した社員について、使用者は発生日から１年の間に最低でも５日間の有給休暇を消化させなければならなくなります。

もし、消化させることができなかった場合には、使用者には罰則があります。使用者は労働基準法違反として３０万円以
下の罰金刑の対象となります。ですから、使用者としては有給休暇を取得していない社員に対して使用者が「日付を指定
して強制的に休ませる」ことになります。

有給休暇は、いつから始まるのか？その日数は何日あるのか？有給休暇の「取り方」はどうなっているのか？等々様々
な疑問が生じると思います。自社の年次有給休暇の制度がどのようになっているのか？何が課題なのか？等々も再度検

討する必要があるかも知れません。この機会に当事務所と一緒になって見直されてはどうでしょうか？

３月の税務カレンダー
所得税・消費税 確定

国民健康保険税 第１０期
注）長崎市ホームページより


